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大学卒業後、1988年より医薬品商社にて病院、クリニックの営業に12年間従事、2000年に
現職に転職
2013年、明治大学大学院経営学研究科を修了し、経営、組織、リーダーシップ理論等を学
び、修士論文のテーマとして「看護師長のリーダーシップが看護師定着に与える影響に関す
る考察」を研究
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●病院羅針盤 「ゼロからわかる病院の労務管理」連載中
●SmartHR 「病院の人事カイカク」ウェブで連載中

https://mag.smarthr.jp/labor/detail/byouin-hrkaikaku-1/
●m3 「しくじり院長に学ぶ、クリニックの人材管理」掲載中

https://www.m3.com/lifestyle/649122
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時間外労働・休日労働を行わせるには 1

AI-SR.Or.JP

1. 労働基準法第32条 1日8時間、週40時間を超えて労働させてはならない

2. 労働基準法第35条 毎週少なくとも1回の休日を与えなければならない

3. 労働基準法第36条 時間外労働・休日労働に関する協定届(36協定)を所轄労
働基準監督署長に届け出れば、1日8時間、週40時間を超えて労働させたり、休
日に労働させることができる 

ただし、36協定の範囲を超えて労働させることはできない

 →36協定がなければ、時間外労働・休日労働を行わせることができない

4. 労使で36協定を締結するにあたり、その上限が法令で定められた(上限規制)

 医師については、上限規制が令和6年3月31日まで猶予されている 

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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36協定の上限規制（一般労働者）1

AI-SR.Or.JP

時間外労働の上限規制

 原則(限度時間):月45時間、年360時間 

 臨時的な特別な事情がある場合(特別延長時間):年720時間、単月100時間未
満(休日労働含む)、複数月平均80時間以内(休日労働含む)、

 月45時間を超えることができるのは年6回 

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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1 36協定の見直しと上限規制の強化

AI-SR.Or.JP
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上限は年720時間（目安︓月平均６０時間）

③休日労働を含み、2ヶ月ないし6ヶ月平均で80時間以内

①単月では100時間未満（休日労働含む）

②45時間を超える
ことができるのは
年6ヶ月まで

60時間

80時間

100時間

45時間

年720時間＋①～③の３つの条件をクリアすることが必要となる
ただし、医師については改正後5年後に規制を適用（案として年960時間）

複数にわたる時間外限度基準が設定されており
、勤怠管理がますます求められる
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医業に従事する医師のうち、特定医師とそれ以外の医師の上限規制 1

AI-SR.Or.JP

1 特定医師
※病院等で診療を行う勤務医、診療も行っている産業医

「医師の上限規制の対象」
 原則︓月45時間、年360時間（限度時間）
 臨時的な特別な事情がある場合（特別延長時間）
単月100時間未満（例外あり） 、A水準 年960時間、B・C水準 年1,860時間
（いずれも休日労働含む）

2 特定医師以外の医師
※血液センター等の勤務医、健診センターの医師、大学病院の裁量労働制適用
医師) 

「一般労働者の上限規制の対象」
  原則︓月45時間、年360時間（限度時間）
 臨時的な特別な事情がある場合（特別延長時間）
年720時間、単月100時間未満（休日労働含む)、複数月平均80時間以内（休
日労働含む） 、月45時間を超えることができるのは年6回まで 

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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特定医師について、臨時的な特別な事情がある場合の上限1

AI-SR.Or.JP

1. 月100時間以上となることが見込まれる場合に、面接指導を行わなければなら

ない （新医療法第108条第1項）

2. 都道府県知事は、病院等の管理者が面接指導を行っていないと認めるときは改

善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる（新医療法第111条）

3. 月155時間以上となった場合には、労働時間の短縮のための措置を講じなけれ

ばならない （新医療法第108条第6項）

4. B・連携B・ C水準の特定医師で960時間を超えることが見込まれる医師に対し

、勤務間インターバル等による休息時間を確保しなければならない（新医療法

第123条）

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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36協定の届出と水準指定 1

AI-SR.Or.JP

1. 特定医師に関する36協定の届出には、様式第9号の4（特別条項なし）または第

9号の5 （特別条項あり）を用いる 

2. 締結にあたっては、限度時間（ 1か月45時間、1年360時間）の範囲内で延長時

間を定め、臨時的な特別な事情がある場合には、特別条項を定めて、特別延長

時間を定める 

3. B・連携B・C水準について、36協定の対象期間の開始日以前にその指定を受け

ている必要がある 

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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36協定の届出と水準指定 1

AI-SR.Or.JP

4. B・連携B・C水準の指定を受けていないにもかかわらず、当該水準に関する36

協定を締結した場合には、法に適合しない内容を定めた36協定として、一般条

項及び特別条項が全体として無効となる 

→時間外労働・休日労働を一切行わせることができなくなる 

5. B・連携B・C水準の特定医師の範囲は、基本的には時短計画の内容に合わせて

協定することが適切

6. B・連携B・C水準の特定医師の特定は、例えば、名簿等により特定しておくこ

とが必要。異動や転職で名簿に変更があれば、都度名簿を更新することが望ま

しい 
出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用
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36協定様式はダウンロードできます 1

AI-SR.Or.JP

厚生労働省 主要様式ダウンロードコーナー 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukij
un/roudoukijunkankei.html

出所︓厚生労働省 ホームページより
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36協定様式はダウンロードできます 1

AI-SR.Or.JP

出所︓厚生労働省 ホームページより



36協定の作成手順について
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Part 2

AI-SR.Or.JP



 令和６年４月以降は、特定医師とそれ以外の医師および他の職種の労働者を分

けて記載する必要がある（令和６年３月までは医師とそれ以外の労働者）

 時間外労働時間が原則通り（月︓45時間、年︓360時間）以内であれば、様式9

号の4で作成。ただし特別条項を設定する場合は様式9号の5を使用

 具体的自由については、通常と異なる理由が必要

※恒常的な内容（36協定届の1枚目と同様）では認められない

 従業員代表の選任について、民主的な協議を行う
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36協定作成の際のポイント2

AI-SR.Or.JP
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様式9号の52

AI-SR.Or.JP
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様式9号の5（特別条項）2

AI-SR.Or.JP
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様式9号の5（各チェックボックス）2

AI-SR.Or.JP
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特別条項発令の際の健康確保措置2

AI-SR.Or.JP



まとめ
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Part 3

AI-SR.Or.JP



21

1. 時間外・休日労働は必要最小限にとどめる

2. 使用者は、36協定の範囲内であっても、労働者に対する安全配慮義務を負う

労働時間が長くなるほど過労死との関連性が強まる 

3. 時間外労働・休日労働を行う業務の区分を細分化し、業務の範囲を明確に

特に、連携B、B、C水準の医師については、名簿を作成するなどして、36協

定の締結に当たり該当する医師を特定しておく必要がある

4. 臨時的な特別の事情がなければ、限度時間を超えることはできない

また、限度時間を超えて労働させる必要がある場合はできる限り具体的に定め

る。この場合も、時間外労働は限度時間にできる限り近づけるように

36協定の締結にあたっての注意点3

AI-SR.Or.JP

出所︓厚生労働省 医師の働き方改革セミナー資料より引用



22

36協定だけでなく、医師の働き方改革に
関する手続きガイドがおすすめです
https://www.mhlw.go.jp/content/001
115352.pdf

医師の働き方改革手続きガイド3

AI-SR.Or.JP



働き手が

少ない社会
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全般的な今後の対策3

AI-SR.Or.JP

働き手の

獲得競争が
厳しい社会



ご静聴いただき
ありがとうございました
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